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個人企業経済調査 調査票の新旧対照表 

 
変更内容 変更案 変更前 変更理由 

構造調査票    

１ 名称及び電話

番号 

２ 所在地 

３ 事業所の状況 

 

 

 

 

（新規） 調査対象は原則３年間（３回）続けて調

査依頼をすることから、誤った事業所名

称や所在地等に郵送し続けることを避

けるため、最新の情報に更新する必要が

ある。なお、プレプリントの活用により

記入者負担の軽減を図ることとする。 

４ 事業主の男女

の別及び年齢 

・男女の別を追加 

 

 
 
 

 男女別統計に対応するため、追加する。 

７ 従業者数 

・男女別の従業者

数を追加 

・常用雇用者の「う

ち パート・アル

バイト」を削除 

・給料賃金の削除 

 

 (1)従業者数 
 男女別統計に対応するため、男女を追

加する。一方で、記入者負担を考慮し、

常用雇用者の「うち パート・アルバイ

ト」を統合して簡素化する。 
(2)給料賃金 
 営業経費にも、給料賃金の項目があ

り、記入者負担を考慮し、削除する。 
 
 
 

資料２の別紙２ 
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９ 営業（操業）

日数及び時間 
・営業（操業）日

数を実数から選択

形式に変更 
 

 

 営業（操業）日数の記入頻度が下一桁

「０」の記入が多いことを踏まえ、記入

者負担軽減の観点から設問設定方法の

改善を行う。 

10 事業の内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新規） 副業については、個人企業で必ずしも多

いとは言えないが、昨今の経済統計で論

点となっているアクティビティベース

の事業活動の把握に関する議論を踏ま

え、実態を把握するもの。 
また、主業と副業の関係を明確化する必

要があることから、両者について把握す

る。 

13 受託の状況 

 

 

 

 

 

 

（新規） 自社で企画して行っている事業以外の

事業の実態について把握する。 
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14 設備取得状況 
・設備投資額の内

訳を削除 
・中古の設備取得

額を追加 

 
 
 

 記入頻度が低く、精度確保が困難な設備

投資内訳を削除する。 

 

中古設備取得額については、個人企業に

おいて、設備を中古購入する場合も多い

と考えられるため実態把握のため追加

するもの。 

 

15 営業経費 

・賃借料を削除 

 

 

 記入者負担を考慮し、確定申告書類から

転記可能な項目のみとする。 

18 営業用建物と

自宅用建物の別 

 

 

 

（新規） 個人企業では、１階が事業所で２階が自

宅など、自宅分と事業所分の切り分けが

あいまいな場合が想定され、自宅と事業

所が同一か否かを明らかにすることに

より、経費等への影響を分析することが

可能となることから、実態を把握する。 
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開設時期 （削除） 
 
 
 
 
 

 開設時期については、記入者負担を考慮

し、削除する。なお、この場所で事業を

始めた時期は、経済センサスの情報を活

用する。 

納税申告の形態 （削除） 
 

 帳簿の保存が義務づけられたことによ

り、納税申告の形態を把握する必要性が

低くなったため、削除する。 

営業上の資産及び

負債 
（削除）  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

個人企業の多くは現預金にて操業して

おり（※１）、詳細把握の必要性も低く

（※２）、固定資産（負債）の一律把握

も難しいことから、記入者負担を考慮し

削除する。 

 

※１個人企業の資産・負債の状況につい

ては、「現金」及び「預金」の記入

が多く、また、「現金」及び「預金」

以外の項目では「０」記入が大半で

あることから、負債を持たず、現金

（預金を含む）で操業しているもの

と考えられる。 

※２現行調査では、土地・建物などの固

定資産（負債）について、固定資産

の評価算定をしなければならない

ことから、記入者負担を考慮し、把

握していない。 
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動向調査票    

１ 業況 
２ 売上の状況 
３ 営業利益の状況  
４ 製品・商品・

原材料の在庫状況 
５ 資金繰りの状況  
６ 今期の雇用状況  
７ 従業者数 
８ 売上金額及び

仕入金額 

９ 棚卸高 

10 営業経費 

11 給料賃金 

12 設備投資 

（削除）  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

四半期調査から年次調査に変更となる

ため、削除する。 

 


